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１．目指す姿

２．環境と課題

３．短期戦略

４．中・長期戦略

アジェンダ



自動車業界の大変革

100年に一度の
大変革期へ

EV化の加速

自動運転技術の進化

コネクティッドカーの普及

ライフスタイルの変化（所有から共有へ）

1-1．
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あらゆる人に安全な移動手段を提供し、
豊かな社会を実現する

目指す方向性

＜従来の事業の考え方＞
自動車メーカーに対する高付加価値自動車部品の供給

新しい事業領域への
挑戦

新しい顧客の
開拓

企業理念

1-2．
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目指す姿

電動自動車

電動飛行機

電動宇宙船

電動モビリティ

Electric Vehicle

Electric Airplane

あらゆる移動手段に対してソリューションを
提供する会社への変革

Electric Spacecraft

Electric Mobility

確かな技術力

ニーズを捉える
営業力

1-3．
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アジェンダ

１．目指す姿

２．環境と課題

３．短期戦略

４．中・長期戦略
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自動車市場の推移予測

・内燃系自動車、トランスミッションの需要は2040年以降急速に減少

7,479 
9,604 9,769 9,856 

2,100 

0 

196 702 

2,944 14,000 

2010 2020 2030 2040 2050

内燃系 EV

自動車生産台数

単位：千台

当社の売上比率

トランスミッションの売上比率

70%（2018年）

AT/CVT

ブレーキ

MT

64%
30%

6%

70%

2-1．

出典: SAB予測
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地域別の需要予測

・成長著しい南アジアで、当社は売上を伸ばせていない
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欧州 中国 日韓 中東亜 北米 南米 南アジア

FY2018 FY2028

地域別自動車生産台数 当社の売上比率

百万台

南アジア・他 の売上比率

2%（2018年）

10年間で
2.0倍成長 日本

25%

北米

34%

欧州

17%

中国

22%

南アジア・他

2%

2-2．

出典:富士キメラ総研データをを参考にSAB予測



新規・異業種企業の参入

・航続距離向上の為に軽量化が一層求められている
・IT企業などの異業種からの新規参入の増加が見込まれている

小型化・軽量化・一体化 部品点数の減少 新規参入の脅威

▲37％

航続可能距離

小型化 一体化

軽量化

出典：経済産業省「新形材産業ビジョン」
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20,000

トランスミッション(左軸) ブレーキ(左軸)

MT(左軸) 営業利益(右軸)

売上高・営業利益の予測

・トランスミッションの売上減少により、2027年には営業赤字へ転落

対策をしない場合の、当社売上高(事業部別)・営業利益(全社) 見込み

赤字転落

売上高
単位：億円

営業利益
単位：億円

2-4．
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・「新規製品の開発」と「新規顧客の開拓」を推進

成長戦略の方向性

トランスミッション
以外の事業強化

南アジア市場での
販売強化

製品軸

既存 新規

市
場
・
顧
客
軸

既
存

既存製品
強化

新規製品
開発

新
規

新規顧客
開拓

・短期は、既存市場での製品強化・開発と、新規顧客の開拓を推進

課題①

課題②

2-5．
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トランスミッション
以外の事業強化

南アジア市場での
販売強化

製品軸

既存 新規

市
場
・
顧
客
軸

既
存

既存製品
強化

新規製品
開発

新
規

新規顧客
開拓

多角化

・短期は、既存市場での製品強化・開発と、新規顧客の開拓を推進

成長戦略の方向性

課題①

課題②

ブレーキ
事業強化

走行モジュール
事業立ち上げ

インド市場
進出

多角化
（中長期）

2-5．
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課題と戦略

経営課題 短期戦略
（新たな創業期）

中長期戦略
（超・変革期）

トランスミッション
以外の事業強化

南アジア市場での
販売強化

ブレーキ
事業強化

走行モジュール
事業立ち上げ

インド市場
進出

組織改編

MT
事業撤退

多角化①

多角化②

2-6．
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アジェンダ

１．目指す姿

２．環境と課題

３．短期戦略

４．中・長期戦略
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課題と戦略

経営課題 短期戦略
（新たな創業期）

中長期戦略
（超・変革期）

トランスミッション
以外の事業強化

南アジア市場での
販売強化

ブレーキ
事業強化

走行モジュール
事業立ち上げ

インド市場
進出

組織改編

MT
事業撤退

多角化①

多角化②

3-1．
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モータで
動作

ブレーキ事業強化

・高付加価値の「回生協調ブレーキ・電動ブレーキ」に集中して開発加速

電動
ブレーキ

従来ブレーキ

回生協調
ブレーキ

自動車機能 ABS/ESC

HV/PHV EV

製品
価値

衝突防止 自動運転

IEC走行動力

より高度な電気制御が必要に

回生協調が必須に

油圧動作

モータと連動

2018年 2023年

選択・集中

3-1．
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課題と戦略

経営課題 短期戦略
（新たな創業期）

中長期戦略
（超・変革期）

トランスミッション
以外の事業強化

南アジア市場での
販売強化

ブレーキ
事業強化

走行モジュール
事業立ち上げ

インド市場
進出

組織改編

MT
事業撤退

多角化①

多角化②

3-2．
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走行モジュール事業：背景

・擦り合わせが必要な、走行・制動部品のモジュール化が求められている

ブレーキ

RUN STOP

トランスミッション エンジン 擦り合わせ現在

市場
ニーズ EV走行モジュール

・EV化と伴に異業種企業が参入

・自動車メーカーは、自動運転、
コネクティッド等の新技術に注力

完成車

3-2．
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・走行・制動機能をモジュール化した 「RS-kit」 を開発

走行モジュール製品 『 RS-kit 』

RUN STOP
連携

EVモータ

モーターインバータ

電動ブレーキ

ブレーキECU

減速機

連携

特徴

・Run-Stopを
ワン・パッケージ販売

・擦り合わせ技術不要、
メンテナンス容易

・最適連携により
高効率、高品質を実現

走行モジュール事業：開発製品3-2．
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・「RS-kit」に必要となるモータ技術は、外部から獲得する
・機能連携の為のシステム開発にリソース集中投下

減速機

モータ ブレーキ

獲得

システム

RS-Kitのコア技術

走行モジュール事業：コア技術3-2．



走行モジュール事業：モータ技術の獲得3-2．
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走行モジュール事業：モータ技術の獲得

EV向けモータ

3-2．
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走行モジュール事業：明電舎との親和性

・明電舎と当社の強み、弱みを補完しあうことで、シナジーを創出

明電舎の経営資源 当社の経営資源

技術

ギヤ（減速機）

ブレーキ・システム

モータ

販売 自動車顧客数

資金余力

ミッション技術展開可

量産実績あり

量産実績あり

大手多数顧客あり

財務 投資余力十分

自動車用なし

なし

三菱自動車のみ

なし

走行モジュール必須項目

3-2．
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課題と戦略

経営課題 短期戦略
（新たな創業期）

中長期戦略
（超・変革期）

トランスミッション
以外の事業強化

南アジア市場での
販売強化

ブレーキ
事業強化

走行モジュール
事業立ち上げ

インド市場
進出

組織改編

MT
事業撤退

多角化①

多角化②

3-3．
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インド市場への進出

インド完成車市場メーカーシェア

マルチ・スズキ

37%

タタ

17%

マヒンドラ

10%

現代

12%

トヨタ

3%

フォード

2%

その他

19%

・高いシェアを持つマルチ・スズキ・インディアを重点顧客に位置付け

2017年

スズキの部品サプライヤ数

部品 サプライヤ数

MT 1社 ※1

AT 2社

CVT 1社 ※2

ブレーキ 5社

※1 MTは25%をサプライヤから調達、
75%は内製。

※2 CVTはジヤトコ(株)から100％調達。

3-3．

出典: インド自動車工業会データ参考
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課題と戦略

経営課題 短期戦略
（新たな創業期）

中長期戦略
（超・変革期）

トランスミッション
以外の事業強化

南アジア市場での
販売強化

ブレーキ
事業強化

走行モジュール
事業立ち上げ

インド市場
進出

MT
事業撤退

組織改編

多角化①

多角化②

3-4．



26

組織改編：新組織図

・顧客対応力と商品間の技術連携を強化する為、機能別組織へ改編

コーポレートセンター

先端技術研究所

R&D本部

調達本部

品質本部

北米販売会社

欧州販売会社

中国販売会社

アジア販売会社

国内営業部

Gマーケティング部営業本部

コーポレートセンター

AT・CVTドライブ
トレイン事業本部

ブレーキ
事業本部

北米事業部

欧州事業部

中国事業部

国内事業部

R&D

北米事業部

欧州事業部

中国事業部

国内事業部

R&D

北米事業部

欧州事業部

中国事業部

国内事業部

R&D

MTドライブ
トレイン事業本部

R&Dを統合

地域別営業体制

モジュール開発部

製造本部

ブレーキ開発部

AT/CVT開発部

改編後現在 製品別組織 機能別組織

3-4．



27

組織改編：技術連携の強化

・商品間をつなぐモジュール開発部を新設し、「RS-kit」の開発を推進
・先端技術研究所では、次世代商品開発のための基礎技術を開発

R&D本部

ブレーキ開発部 先端技術
研究所モジュール開発部

AT/CVT開発部

モータ含む各機能の連携技術

モジュール製品開発

基礎研究

次世代製品

3-4．
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組織改編：現状の営業体制

•製品別営業体制のため、顧客情報の一元管理をする部門がない
•重点顧客の売上最大化を実現するための戦略構築ができない

顧客DB

顧客A

個別営業

ブレーキ事業 AT/CVT事業 MT事業

顧客DB 顧客DB

顧客B 顧客C

連携なし連携なし

3-4．
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組織改編：営業体制の強化

・グローバルマーケティング部は販売会社と連携しABMを推進

マーケティング・オートメーションツール グローバルマーケティング部

重点顧客

顧
客
情
報

ブレーキ事業 AT/CVT事業 モジュール
事業 販売会社

顧客が求める
情報を提供

・情報収集、分析

アカウント・ベースト・マーケティング（ABM）の推進体制

情報を提供

3-4．
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アジェンダ

１．目指す姿

２．環境と課題

３．短期戦略

４．中・長期戦略
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課題と戦略

経営課題 短期戦略
（新たな創業期）

中長期戦略
（超・変革期）

トランスミッション
以外の事業強化

南アジア市場での
販売強化

ブレーキ
事業強化

走行モジュール
事業立ち上げ

インド市場
進出

組織改編

MT
事業撤退

モビリティ・走行ロ
ボット市場参入

航空・宇宙
事業への挑戦

4．



MT事業撤退

・MT事業の工場、人員リソースを走行モジュール事業へシフト

2020年 2023年度中

◆滋賀工場 ◆MT海外工場

シフトロードマップ

工場 人員

0

50

100

150

2
0
1
8
/0
3
期

2
0
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9
/0
3
期

2
0
2
0
/0
3
期

2
0
2
1
/0
3
期

2
0
2
2
/0
3
期

2
0
2
3
/0
3
期

2
0
2
4
/0
3
期

-4

-2

0

2

4

売上高

MT事業売上高・営業利益

営業利益

2023年迄
に撤退

単位:十億円

対象工場

MT
事業

走行モジュール
事業

4-1．
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課題と戦略

経営課題 短期戦略
（新たな創業期）

中長期戦略
（超・変革期）

トランスミッション
以外の事業強化

南アジア市場での
販売強化

ブレーキ
事業強化

走行モジュール
事業立ち上げ

インド市場
進出

組織改編

MT
事業撤退

モビリティ・走行ロ
ボット市場参入

航空・宇宙
事業への挑戦

4-2．
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製品軸

既存 新規

市
場
・
顧
客
軸

既
存

新
規

・走行モジュールを核とし「多角化」を推進

多角化戦略：ターゲット市場

ブレーキ
事業強化

走行モジュール
事業立ち上げ

インド市場
進出

モビリティ・走行ロ
ボット市場参入

航空・宇宙
事業への挑戦

4-2．
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多角化戦略：モジュール技術ロードマップ

・機能を連携させた「RS-kit」は、部品一体化、統合に向けた開発を進め、
2025年までに小型軽量化を追求した「RS-kit Mini」へと進化させる

2020年 2025年 2040年2015年

ブレーキ

ドライブトレイン

電動ブレーキ

ブレーキECU

EVモータ

減速機

減速機一体
モータ

電動ブレーキ

モータインバータ

外部より獲得

統合ECU

Stop

Run

RS-kit

RS-kit Mini

超高密度動力

シナジー効果

4-2．
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RS-kit

RS-kit Mini

ブレーキECU

モーターインバーター

EVモータ

ブレーキ

減速機一体モータ

ブレーキ
減速機

統合ECU

多角化戦略：「RS-kit Mini」 イメージ

機能連携

機能連携・一体化

4-2．
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多角化戦略：ABMの活用

・ABMにより築き上げた顧客との関係性を活かし、顧客が研究開発を
進めている各種モビリティや宅配ロボット、自動搬送ロボットに参入

モビリティ

宅配ロボ

搬送ロボ

出典:日経BP社 未来市場2018-2027

ABM

搬送ロボット市場台数

CAGR 49.8%
2018年→2028年

出典:eMarketer

eコマース市場金額

CAGR 21.2%

2015年→2020年

出典:Credence Research 

モビリティ部品市場金額

CAGR 7.8%

2015年→2024年

4-2．
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多角化戦略：将来の売上目標

・戦略実行で2028年度2兆8千億円(2017年度比163％)の売上を目指す

旧明電舎 3千億円

走行モジュール事業
9千億円

(RS-kit 7千億円、mini 2千億円)

ブレーキ事業
7千億円

トランスミッション事業
9千億円

営業利益
2千億円

売上高
2兆8千億円

4-2．
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多角化戦略：航空・宇宙産業への挑戦

・「RS-Kit mini」により小型化した動力源を応用
・「先端技術研究所」を中心として、JAXAや大学研究室との共同研究も
視野に研究開発活動を推進

4-3．
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2018年4月度 経営会議

あらゆる人に安全な
移動手段を提供し、
豊かな社会を実現する
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自社ＳＷＯＴ分析

強み

⚫ メーカーニーズへの対応力

⚫ 世界各地の営業、生産拠点

⚫ 電子制御ユニットの製造

⚫ 精密加工、設計技術の強み

弱み

⚫先進運転支援システムへの対応

⚫事業部間の連携（人材交流）

⚫社外との共同開発力

⚫アジア地域の販売シェア低い

機会

⚫自動運転技術

⚫コネクテッドカー

⚫海外完成車需要の増加

強みｘ機会 弱みｘ機会

脅威

⚫国内完成車生産の鈍化

⚫EVシフト（ドライブトレイン不要）

⚫異業種間の競争激化

強みｘ脅威 弱みｘ脅威

・ブレーキ事業強化
・走行モジュール事業立上げ

・組織改編

・インド市場への進出

・ABM導入
・モビリティ・走行ロボット市場
参入
・航空・宇宙事業参入
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走行モータ技術の獲得手段

・スピードを重視し、国内で自動車向けモータ事業を展開している企業と経営統合を目指す。

モータ技術の獲得手法

自社
開発

技術
提携

買収・
事業譲受 合併

合弁
会社設立

投資 △ ○ × ○ △

スピード × △ ○ ○ ○

自由度 ○ △ ○ ○ △

合意形成 ○ △ × △ △

投資金額、開発スピード、自由度、合意形成の難易度、
から経営統合がベストと判断。
両社間で強み・弱みを補完出来る企業との合併を目指す。

パートナーとの補

完による優位分

野の結合

パートナーとの統

合による価値連

鎖の拡大

パートナーとの補

強による規模の

追求

パートナーと

のシナジーに

よる事業機

会の創出

交換型
アライアンス

統合型
アライアンス

水平型
アライアンス

垂直型
アライアンス

アライアンス戦略

異業界のパートナー間で同種の経営
資源を統合し、異なる能力の間で
シナジー（相乗効果）を生み出す。



■トップメッセージ
事業環境が変化するなか、海外変電鉄道事業や自動車関連事業などの成長事業の規模拡大を図り、
IoＴ・AI技術などを活用し新たな価値創出を行い、さらに成長発展する企業を目指してまいります。

明電舎 会社概要

社名 株式会社 明電舎

本社所在地 東京都品川区

設立 大正6年6月1日

主要事業
社会インフラ61%、産業システム23%、
保守・サービス14%、他2％

資本金 170億7000万円

従業員数 連結 8,995名

上場市場 東証一部

拠点 グループ連結子会社38社（国内18、海外20）

主要株主 住友電工、日本電気、金融機関、他

財務状況

売上高 ：2,418億円
営業利益：114億円（営業利益率：4.7％）
経常利益：108億円（経常利益率：4.5％）
ROE ：9.2％

（平成30年3月現在）■基本方針 ■企業情報

44出典：明電舎HP



（経営統合）合併比率について

・合併比率は、SAB 「1.0株」あたり、明電舎「0.16株」 程度となる見込み。

SAB 明電舎

株主
持ち株数
（千株）

時価評価
(億円)

保有比率 株主
持ち株数
（千株）

時価評価
(億円)

保有比率

日賀興産（創業家） 3,370 95 2.00% 住友電気工業 13,156 45 5.78%

日系完成車メーカー 35,529 1,005 21.10% 日本電気 8,730 30 3.84%

日系金融機関 40,075 1,134 23.80% 明電舎従業員持株会 4,714 16 2.07%

外国法人 41,254 1,167 24.50% 金融機関等 74,160 256 32.58%

国内事業法人など 17,343 491 10.30% 外国人投資家 49,534 171 21.76%

個人 17,006 481 10.10% 個人 42,113 145 18.50%

自己株式 13,807 391 8.20% その他 34,464 119 15.14%

合計 168,384 4,765 100.00% 自己株式 767 3 0.34%

合計 227,638 784 100.00%

発行株式数（千株） 168,384 発行株式数（千株） 227,638

株価（円/株） 2,830 株価（円/株） 345

β値 1.13 β値 1.11

長期格付け A3 長期格付け BBB+

時価総額（億円） 4,765 時価総額（億円） 784

45



（経営統合）企業結合会計について

・企業結合が“取得”と判断される為、パーチェス法による会計処理となる見込み。

（引用：中央経済社『会計実務ライブラリー９ 組織再編会計の実務』Ｑ19）

被合併法人の株主等に株式以外の金銭等の資産が交付されるか。

100％の持分関係がある企業グループ内の合併か。

50％超の持分関係がある企業グループ内の合併か。

以下の２要件を満たしているか。
① 従業者引継要件
② 移転事業継続要件

以下の全ての要件を満たしているか。

① 事業関連要件 ×規模5倍を大きく上回る
② 事業規模要件または役員の経営参画要件
③ 従業者引継要件
④ 移転事業継続要件
⑤ 株式継続保有要件

非
適
格
合
併

適
格
合
併

Yes

Yes

Yes

Yes

Yes

No

No

No

No

No

事業規模要件を満たさない為、非適格合併

時価**

784億

簿価 - 時価
28億

資本金
＋392億

資本準備金
＋392億

特別利益***

＋28億

簿価*：812億

明電舎
純資産

SAB
純資産

➀“負ののれん”発生の為、特別利益発生
②増加する資本金は、資本金/資本準備金
半分ずつ

＊ 明電舎公表:2018年3月期 決算短信より
**   2018/3/30 株価＠406×85％＝＠345 にて試算
*** 益金不算入

税制適格要件 税務仕訳（パーチェス法）
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役員体制（案）

・各機能別組織を統括する役員を設置し、業務執行体制を強化。

先端技術研究所

R&D本部

営業本部

取
締
役
会

Ｃ
Ｅ
Ｏ

CFO

CTO

CMO

CPO

監査役会

株
主
総
会

Chief Financial Officer

Chief Technical Officer

Chief Marketing Officer

Chief Production Officer

経
営
会
議
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航空機電動化の動き

JAXAを中心に、電動飛行機のコンソーシアムが2018年7月1日発足

出典：2018年7月2日 JAXAプレスリリース
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電動飛行機の研究例

2035年までに電動商用旅客機を出すと発表
（2015年）

2020年にハイブリッド機のテスト飛行開始を発表
（2017年）

2017年10月から電動飛行機の試験飛行を実施中

NASA

エアバス社

キティホーク社

Zunum Aero社

2022年にハイブリッド機のテスト飛行開始を発表
（2017年）
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業績目標（詳細）
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製品別売上目標（販売量/販売単価/シェア）

・「RS kit」のEV生産台数に占めるシェアは40％を目指す。
・各種製品の販売単価は競争激化と共に年々下落を想定している。
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各種施策効果（売上高）

・「短期戦略」にて＋10,972億円、「中期戦略」にて＋1,613億円の増収。

短期戦略 中期戦略

＋10,972億円 ＋1,613億円



53

研究開発計画（案）

・R&D本部主導で研究開発費の効果的な活用を行う。

研究開発費 計画
研究開発費 ：1兆3,500億(10年間)
売上高対研究開発費： 6.0％(10年間)

走行モジュール
2,000億

走行モジュール・モビ
リティ・走行ロボット

1,500億

航空宇宙事業研究
2,000億

短期戦略 中長期戦略

走行モジュール事業部

R&D本部

先端技術研究所

技術連携研究
700億

技術連携研究
750億

モビリティ・走行ロボッ
ト研究
400億

※既存事業(含,明電舎)以外
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生産効率推移と設備投資計画（案）

・2か所の新設、4度の生産品の転用により稼働率は87.8％へ上昇。

2018/03期 2023/03期 2028/03期

生産効率

販売量（万台） 2,038 2,308 2,646
生産キャパ（万台） 2,715 2,815 3,015
稼働率 75.1% 82.0% 87.8%

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026

MT

走行モジュール

トランスミッション

ブレーキ

モビリティ・走行モ
ジュール

工場新設・転用スケジュール

100,000

100,000

1,000,000

1,000,000

1,000,000

1,450,000

1,450,000

2,000,000

300,000

300,000

40億 200億

100億100億

300億

投資金額：740億

転用 転用 転用

転用

新設

新設

内は生産キャパシティ



55

（財務分析）財務状況 競合比較

・自己資本比率や現預金残高など、財務基盤は強固であり将来の投資余力は十分。
・効率面においては「販売効率」「資産効率」共に競合他社に劣っている状態。
・PBRは1.0を大幅に割り込んでおり、株式市場からの評価も低い。

項目 単位

販
売
効
率

売上高 B￥ 1,717 3,909 265 512

営業利益 B￥ 64.4 253.8 8.1 15.1

売上高対営業利益率 ％ 3.8 6.5 3.1 2.9

製造原価率 ％ 87.9 86.3 88.8 79.3

売上高対総利益率 ％ 12.1 13.7 11.2 20.7

売上高対一般管理費率 ％ 8.3 7.2 8.1 17.8

売上高対研究開発費 ％ 4.7 4.7 4.1 4.5

資
産
効
率

ROE ％ 6.7 10.6 3.0 10.6

ROA ％ 3.5 3.9 0.4 4.1

株
価
指
標

PER 倍 10.0 13.0 44.2 10.0

PBR 倍 0.67 0.97 1.10 0.91

項目 数値

純資産 7,098億円

自己資本比率 52.4％

現預金 1,950億円

借入金月商倍率 2.3倍

◆財務基盤 ◆競合比較

拠点名 拠点数

工場 18か所

販売子会社 15か所

取引先数 10社

研究所 3か所

◆生産・販売拠点

時価総額 4,765億円

株価 2,830/株

◆株式価値

※各社 有価証券報告書よりSAB推定
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経営計画(PL推移)

■全社PL推移(経営計画)

単位：百万円

見込 計画 計画 計画 計画 計画 計画 計画 計画 計画 計画

2018/03期 2019/03期 2020/03期 2021/03期 2022/03期 2023/03期 2024/03期 2025/03期 2026/03期 2027/03期 2028/03期

売上高 1,716,748 1,771,709 2,009,127 2,046,666 2,128,314 2,159,863 2,141,716 2,208,657 2,442,435 2,558,320 2,790,273

売上原価 1,509,121 1,546,641 1,728,554 1,750,354 1,791,682 1,806,917 1,760,801 1,806,767 1,939,556 2,008,700 2,151,252

うち、減価償却費 55,623 55,740 61,777 62,376 62,950 63,270 61,284 61,829 64,194 64,746 65,362

売上総利益 207,627 225,068 280,573 296,312 336,633 352,947 380,915 401,890 502,878 549,620 639,021

販売費及び一般管理費 143,214 146,985 197,219 282,713 279,548 268,680 251,025 272,657 330,383 373,313 434,213

うち、減価償却費 6,180 6,180 9,229 10,911 12,515 15,107 19,077 23,051 34,392 42,864 55,180

営業利益 64,413 78,082 83,355 13,599 57,084 84,267 129,891 129,233 172,495 176,308 204,808

営業外収益 17,511 17,511 18,827 18,827 18,827 18,827 18,827 18,827 18,827 18,827 18,827

受取利息 15,451 15,451 16,012 16,012 16,012 16,012 16,012 16,012 16,012 16,012 16,012

その他営業外収益 2,060 2,060 2,815 2,815 2,815 2,815 2,815 2,815 2,815 2,815 2,815

営業外費用 13,756 13,634 15,402 15,170 14,939 14,907 14,666 14,824 14,563 14,301 14,040

支払利息・割引料 6,889 6,767 7,046 6,814 6,583 6,551 6,310 6,468 6,207 5,945 5,684

その他営業外費用 6,867 6,867 8,356 8,356 8,356 8,356 8,356 8,356 8,356 8,356 8,356

経常利益 68,168 81,959 86,780 17,255 60,973 88,186 134,052 133,236 176,759 180,833 209,595

特別利益 0 0 3,195 398 398 398 398 398 398 398 398

特別損失 0 0 375 375 375 375 375 375 375 375 375

税引前当期純利益 68,168 81,959 89,600 17,278 60,996 88,209 134,075 133,259 176,782 180,856 209,618

法人税等 20,657 24,836 26,304 5,236 18,484 26,730 40,629 40,382 53,570 54,805 63,521

当期純利益 47,511 57,123 63,296 12,043 42,512 61,479 93,446 92,877 123,212 126,051 146,097

（参考）研究開発費 80,687 81,086 85,173 165,724 157,386 138,181 107,783 116,655 140,676 159,080 185,819

2018/03期 2019/03期 2020/03期 2021/03期 2022/03期 2023/03期 2024/03期 2025/03期 2026/03期 2027/03期 2028/03期

材料費 902,324 938,448 996,938 1,004,100 1,027,894 1,020,320 962,318 960,897 990,487 978,149 997,333

労務費 309,450 310,069 342,844 353,480 363,333 377,681 386,347 420,326 488,078 540,922 621,517

経費 297,347 298,125 388,772 392,774 400,455 408,915 412,136 425,544 460,992 489,629 532,401

合計 1,509,121 1,546,641 1,728,554 1,750,354 1,791,682 1,806,917 1,760,801 1,806,767 1,939,556 2,008,700 2,151,252

2018/03期 2019/03期 2020/03期 2021/03期 2022/03期 2023/03期 2024/03期 2025/03期 2026/03期 2027/03期 2028/03期

販売数量 20,382,365 20,854,873 21,193,179 21,628,634 22,844,913 23,084,322 22,149,342 22,651,667 24,168,245 24,833,989 26,464,337

生産キャパシティ 27,150,000 27,150,000 28,050,000 27,850,000 28,150,000 28,150,000 28,150,000 28,150,000 30,150,000 30,150,000 30,150,000

稼働率 75.1% 76.8% 75.6% 77.7% 81.2% 82.0% 78.7% 80.5% 80.2% 82.4% 87.8%

平均単価（千円） 84.2 85.0 94.8 94.6 93.2 93.6 96.7 97.5 101.1 103.0 105.4
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予測財務諸表 損益計算書/貸借対照表
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予測財務諸表 損益計算書 割合/全社各指標


